
表紙の写真は、これまでの10,000m級無人探査機「かいこう」に代わって7,000m級無人探査機「かいこう7000」を搭載した深海調

査研究船「かいれい」。裏表紙の上の写真は、今年7月に相模湾で行われた「かいこう7000」の海域試験の様子。

10,000m級無人探査機「かいこう」は、2003年5月、四国沖での調査直後に二次ケーブルが破断。ビークルは浮上・漂流したのちに行

方不明となった。深海調査を行う研究者らの強い要望に応えるため、海洋研究開発機構では、「かいこう」ビークルの代わりに、細径光フ

ァイバー式無人探査機「UROV7K」を改造して「かいこう」ランチャーと繋ぎ、代替機として7,000m級無人探査機「かいこう7000」

を完成させた。現在、来年度からの使用に向けて、性能試験や実海域での訓練が行われている。しかしながら、「かいこう」はこれまで19

回に渡って深度10,000mを超える大深度の潜航を行うなど、深海研究に大きく貢献してきた。今後も深度7,000mを超える海域での調

査を継続する必要性は高く、「かいこう」ビークル後継機の早期の建造が望まれる。
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地球の未来を切り拓く「地球シミュレータ」
海底下構造探査の最前線で活躍する観測技術員
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表　紙：深海調査研究船「かいれい」
Deep Sea Research Vessel  KAIREI

裏表紙：7,000m級無人探査機「かいこう7000」
7,000m class Deep Sea Remotely Operated Vehicle  KAIKO 7000





海と地球の情報誌

2002年春に誕生した「地球シミュレータ」は、当時の世界最高速のスーパーコンピュータの約5倍に及ぶ35.86テラフロップ

ス（1秒間に35兆8,600億回の浮動小数点計算を行う能力を示す）という驚異的な実行性能を達成し、世界に衝撃を与えた。

50×65mという体育館ほどもある地球シミュレータ棟には、計算ノード320筐体、結合ネットワーク65筐体をはじめ磁気デ

ィスク装置等が整然と並んでいる（写真）。ブルーの計算ノード１筐体につき2台の計算機が収められているが、その1台の計算

機のピーク性能は64ギガフロップス、メモリは16ギガバイトで、汎用スーパーコンピュータ1台分にも匹敵する性能を持って

いる。「地球シミュレータ」は、640台のスーパーコンピュータを優れたネットワークで1台に統合した“超スーパーコンピュ

ータ”なのだ。

“未来を語る道具”として革新的な成果を 次々に達成する
世界最高速のスーパーコンピュータ
人類と地球の未来を予測しシミュ レーション科学の新時代を開拓する
「地球シミュレータ」

Blue Earth 2004 9/102 海と地球の情報誌 3

だが、「地球シミュレータ」の価値は、単に計算性能が世界一であることだけにとどまらない。これまでのシミュレーションは、

限られた計算能力のため、全体から切り離した要素ごとに行われてきた。しかし、「地球シミュレータ」の高度な計算性能は、

システム全体をまるごと扱うことを可能にし、シミュレーションのリアリティを格段に向上させた。つまり、「地球シミュレー

タ」の登場によって、私たちは未来を科学的な根拠に基づいて“見る”ことができるようになったのだ。

運用開始から3年目を迎えた「地球シミュレータ」は、大気・海洋、固体地球等の地球環境分野をはじめ、ナノテク、バイオを

はじめとする先端科学分野など、幅広い分野の研究に活用され、多くの革新的な成果を挙げている。「地球シミュレータ」は、

「現在から未来を予測し、設計する」という、21世紀の新しい科学の扉を開こうとしている。

注：浮動小数点計算とは、たとえば「2340」を「2.34×10の3乗」と、桁数を独立させる数値
の表現形式を使って行う演算のこと。
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大気・海洋・陸面・海氷それぞれの間には、熱交換だけでなく様々な相互作用がある。また、人間
の存在も地球の気候に大きな影響を与えている

「地球シミュレータ」にしか
できないものをゼロから構築
地球シミュレータセンターの複雑性

シミュレーション研究グループは、こ

れまでのように計算機のパワーの限界

をほとんど意識せず、新しい考え方に

よって革新的な気候モデルを開発する

取り組みを進めている。その考え方と

は、これまでのコンピュータの限界を

取り払い、“自然をどこまで自然のまま

扱えるか”を追求することだ。

従来の気候モデルでは、主にコンピ

ュータの限られた性能が限界となって、

研究者が本当に目的とするシミュレー

ションが可能であったか、というとは

なはだ疑問である。実際、全球を数百

kmの格子点で分割する比較的限られた

分解能でしか気候のシミュレーション

を行うことができなかった。そのため、

直接扱うことができない分解能以下の

小規模な現象がもたらす影響について

は、パラメタリゼーション（小さな現象

の効果分を、あたかも直接扱っている

ように関係付けて定式化すること）とい

う手法が導入されてきた。パラメタリ

ゼーションを活用することにより、モ

デルの分解能が低くても、多くの要素

が複雑に作用して成り立っている現象

を間接的に表現することが可能になる。

しかし、現象を直接的に解いているわ

けではないため、任意的・恣意的な影

響を受けやすく、シミュレーション結

果にばらつきを生む大きな原因にもな

っていた。

そうしたなか、これまでのスーパー

コンピュータの能力を遥かに超える、

実効性能35.86テラフロップス、主記

憶容量10テラバイトという驚異的な能

力を持つ「地球シミュレータ」の登場

によって、気候モデルを開発するため

の環境は飛躍的に向上した。そして、

取材協力：

高橋 桂子 グループリーダー
地球シミュレータセンター
シミュレーション高度化研究開発プログラム
複雑性シミュレーション研究グループ

地球シミュレータセンターは、これまでのスーパーコンピュータの能力を遥かに超える「地球

シミュレータ」を最大限に活かして、地球環境の変動をより高い精度で正確に予想し、地球と

人類の明るい未来に貢献するとともに、高度なシミュレーション技術によって21世紀の科学

の発展に寄与することをめざしている。そして、その具体的な取り組みとして、大気・海洋分

野、固体地球分野をはじめとする様々な先進的シミュレーション研究プロジェクトが進められ

ている。昨年から始まった「複雑性シミュレーション研究」もそのひとつだ。コンピュータの

限られた能力によって制限されてきたこれまでの気候シミュレーションとは全く異なる発想に

よって、ミクロな現象とマクロな現象が複雑に絡み合う気候変動現象を包括的にシミュレーシ

ョンすることをめざしている。まさに「地球シミュレータ」なしには考えられない、全く新し

い気候シミュレーション研究だ。この取り組みがどのようなものなのかを紹介しよう。

「地球シミュレータ」の高度な性能を最大限に活用し
複雑に絡み合う自然をまるごと詳細に再現する

新しい気候シミュレーションへのチャレンジ

地球シミュレータ棟の外観

新たなシミュレーションで得られた台風の3次元構造
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すでに全球を10kmの格子点で覆うと

いう超高分解能でシミュレーションす

ることが可能になってきた。さらに、

時間的・空間的なスケールに違いがあ

りすぎて、関連性がありながらパラメ

タリゼーションでしか扱えなかった小

規模な現象も、ひとつの系として解け

る環境が整った。

複雑性シミュレーション研究グルー

プは、これまでのコンピュータの制約

のもとで構築されてきた気候モデルの

考え方を一度白紙に戻し、「地球シミュ

レータ」の特性を最大限に活かしたと

き、どこまで気候シミュレーションを

自然に近づけることができるか、その

可能性をゼロから考え直すことにした。

そして、局所的な小さな現象からグロ

ーバルな現象のどこからどこまでを扱

えるのか、また、時間的に短い現象か

ら長い現象のどこまでを扱えるのかと

いった「地球シミュレータ」によるシ

ミュレーションの可能性を見極めると

ともに、「地球シミュレータ」でなけれ

ばできない気候モデルとはどのような

ミュレーション研究グループのチャレ

ンジは、高橋桂子グループリーダーを

中心に9名で構成され、2003年の春か

ら始動した。そして、開発すべき新た

なモデルの検討を行った結果、大気･海

洋･海氷･陸面を数km以下の分解能で結

合させた全球のカップリングモデルで

あること、さらに非常に細かいスケー

ルと大きなスケールの現象を共に扱え

るものが必要であることが浮かび上が

ってきた。全球を扱いながら、大気を

数百m～数km、海洋を数km以下の分

解能で結合させれば、グローバルな気

候変動現象はもちろん、台風の進路や

集中豪雨など、私たちの生活に密接に

関連した気象現象までも、より緻密に

見ていくことができる。さらに、風況

予測に基づく効果的な風力発電施設の

設置場所の予測や、ヒートアイランド

現象に対する予測など、社会に影響の

大きい環境的な事象についても正確な

情報提供が可能になる。

ところが、より小さな現象を扱いな

がら分解能を高めていこうとしたとき、

そこに大きな課題が生じた。それは鉛

直方向の扱い方だ。これまでのように

比較的粗い水平方向の分解能の空間ス

ケールを対象としたときは、「鉛直方向

の圧力傾度力（密度の分布）と重力が

つりあっている」という静力学平衡状

態の近似を用いても問題はないことが

知られている。ところが、水平方向の

分解能を高めていくと、この静力学平

衡の近似が成り立たず、鉛直方向も非

静力学モデルとして厳密に方程式を解

く必要が出てくる。粗い分解能ではパ

ラメタリゼーションの効果として導入

されている、直接扱う対象になってい

なかった積雲や積乱雲などの雲、集中

豪雨、ダウンバーストなどのような現

象も、より直接的に、詳しく扱わなけ

ればならないのだ。また、小さな現象

を見ていこうとするとき、それを取り

巻く規模の大きな現象とどのように相

互作用させていけばよいのか、その取

り扱い自体が大きな課題となる。長い

時間スケールで変動を見ていくと、小

さな現象もその生成・維持・消滅・組

織化を通して、やがて全球的に影響を

与え、その影響が再び小さな現象にフ

ィードバックされる。そのため、新た

に開発されるモデルでは、全球的空間

規模で小さなスケールの現象までも含

めてとらえていくことが必要になる。

こうした様々な課題を見据えながら、

新たな気候・気象のシミュレーション

プログラム開発が始まった。非静力学

的な部分を取り込みながら、全球規模

で、地域や季節限定の局所的な現象か

ら全球的なスケールの現象までを再現

する、まさに“地球まるごとシミュレ

ーション”の試みだ。

新しい発想と計算手法で
気候・気象現象を再現
複雑性シミュレーション研究グルー

プの大きな特色のひとつは、気候や気

象の専門家がほとんどいないことだ。

研究グループでは、これまでの気候モ

デルにとらわれず、様々な研究分野で

開発されている先進的な計算手法を積

極的に取り込みながら、「地球シミュレ

ータ」の性能を活かした、全く新しい

気候･気象シミュレーションプログラム

を構築していくことをめざしている。

気候モデルにおけるマクロな現象、あ

るいはミクロな現象、いずれもそれぞ

れ別々のスケールについては、知見が

積み重ねられ、様々な手法も開発され

てきた。しかし、大域的な現象と局所

的な現象の相互影響を考えながらシミ

ュレーションを行うには、さらに工夫

を重ねる必要がある。たとえば、海面

が波立ったときに、気体や熱はどのよ

うに取り込まれるのかといった細かい

スケールの現象については、これまで

にない新たな計算手法の取り込み方が

重要なポイントとなる。また、計算精

度や計算速度を高めるためには、これ

までの研究にとらわれない新しい発想、

柔軟な思考が大きな原動力になる。計

算機科学の新たな次元を開拓しようと

する「地球シミュレータ」を活用して、

気候シミュレーションの革新的な成果

を生み出すためにも、新しい分野の考

え方を積極的に取り入れていくことは

重要だ。

モデルの設計、プログラミングがス

タートして1年半。すでに基本的なモデ

ルはでき上がり、大気と海洋のモデル

を結合してテストを行う段階に到達し

ている。今後は、グループで開発され

たオリジナルの計算手法を、これまで

以上に果敢に導入する予定だ。台風な

どのように特に細かく見ていきたい局

所的な現象に格子点間隔を集めて解像

度を高めていく（動的・適応型メッシュ）

といった新しい手法もそのひとつであ

る。研究グループでは、近い将来、全

球から都市部のヒートアイランド現象

や都市性降雨まで、これまでには同時

に扱うことのできなかった幅広い現象

を、一度に再現できるシミュレーショ

ンプログラムを、地球シミュレータ上

で完成予定である。

ものなのかを掘り下げることから、こ

の取り組みをスタートさせた。

全地球スケールの現象を
まるごとシミュレーション
これまでのモデルの延長線上でなく、

ただ分解能を高めただけでもない、「地

球シミュレータ」でなければできない

気候モデルを開発するという複雑性シ

気候シミュレーションの
精度を向上させるために
は、時間的・空間的に
様々なスケールの現象を
第一原理から扱える気候
モデルの開発が望まれる

新たに開発されたプログラムによって詳細にシミュレーションされた平成15年の台風10
号の予測進路（右）。観測された同台風の実際の進路（左）と比較すると、日本列島を縦断
する台風の動きが観測結果とよく一致していることが分かる

新たに開発されたプログラムで、台風とそれに伴って山越えする湿った空気を再現したシミュレー
ション画像。渦を巻く雲が台風（左）で、球（右）は空気の温度（赤いほど高く、黄色は低いこと
を示す）と水分（球が大きいほど水分量が多い）を表している

「MITgcmマニュアルより」～100m

～1km
～10km

～100km ～1000km ～1000km

積乱雲

集中豪雨

竜巻
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を有効に活用し、幅広い意味で社会に

役立てていくため、地球シミュレータ

センターでは、幅広い分野の研究者、

産業界およびメディアからの委員で構

成される計画推進委員会（旧・利用計画

委員会）を設置し、その運用方針を策定

している。同委員会が定める平成16年

度の計算資源の利用配分は、大気・海

洋分野が35％、固体地球分野が20％、

より高効率なコンピュータの使い方や

世界一の計算能力を持つ「地球シミュレータ」の登場により、科学研究、技術開発をはじめ、

あらゆる分野でコンピュータシミュレーションの有用性が認識され、様々な研究に利用され

ようとしている。なかでも、これまで実証することが難しかったグローバルのなかのローカ

ルな現象、観察や実験が不可能だった領域などにおいて、「地球シミュレータ」は新たなフ

ロンティアを切り拓きつつある。いまや、シミュレーションは科学･技術の未来を開拓する

ために欠かせない手段になったといってもよいだろう。そして、「地球シミュレータ」は、

気候変動研究や固体地球研究といった地球環境分野だけでなく、ナノテクノロジーやバイオ

テクノロジーなどの先端科学分野をはじめ、技術・産業分野など幅広い研究プロジェクトに

も門戸を開き、次々と革新的な成果を達成している。

未来を予測するシミュレーション科学によって、暮らし方や社会のあり方を設計する時代の

到来も、そう遠くないかもしれない。

幅広い分野で活用される
「地球シミュレータ」
「地球シミュレータ」開発のきっかけ

は、地球温暖化問題だった。地球環境

変動や地球温暖化が差し迫った問題と

なり、1997年12月、日本において地

球温暖化防止京都会議（国連気候変動枠

組条約第3回締約国会議、COP3）が開

催された。地球シミュレータ計画が動

き出したのは、まさにその1997年4月

のことだった。計画は、地球規模でお

きる気候変動や地球内部変動等の解明

をめざし、高精度なシミュレーション

研究を実施するための超高速計算機を

開発するプロジェクトとしてスタート

した。100年後、あるいは200年後、

地球の環境はどのようになっているの

か、どうすれば温暖化を防げるのか、こ

うしたことを明らかにするために、シ

ミュレーション科学によって未来を予

測する道具をつくろうとしたのだ。

したがって、「地球シミュレータ」の

第一義の役割は、地球温暖化をはじめ

とする地球規模の気候変動や地球内部

変動の予測であり、それによって人と

自然の共生や人類の持続的発展に貢献

することだ。だが、世界に誇る日本の

財産とも言うべき「地球シミュレータ」

計算手法などを開発する計算機科学分

野が10％、先端科学や技術開発分野で

「地球シミュレータ」を使わなければで

きないような研究を行う先進・創出分

野が15％、次世代のコンピュータ活用

や新たな可能性を見出すために柔軟な

思考のもとで、国際共同研究など幅広

い研究を行う戦略的研究枠が20％とな

っている。地球環境変動に関する研究

分野は全体の半分以上を占めているが、

大規模シミュレーションによって
最先端科学分野の未知の領域を開拓

「地球シミュレータ」が果たす科学への貢献

取材協力：

渡邉 國彦 プログラムディレクター
地球シミュレータセンター
シミュレーション高度化研究開発プログラム

地球内部変動研究センター地球内部試料データ分析解析
研究プログラムの坪井誠司プログラムディレクターらに
よって再現された、2002年のアラスカ地震で地震波が
伝播する様子（2003年度ゴードン･ベル賞受賞）

東京大学気候システム研究センター、国立環境研究所、海洋研究開発機構の合同研究チーム
が行った地球温暖化予測によって計算された年平均地表気温上昇量の地理分布
（経済重視で国際化が進むと仮定したシナリオで、2071～2100年の平均気温から1971～
2000年の平均気温を引いたもの）

地球シミュレータセンター・固体地球シミュレー
ション研究グループによるコア（外核）の対流運
動を表したシミュレーション画像。中央の小さな
球は内核、矢印は対流運動の方向を示す

緯
度

経度



海と地球の情報誌 11Blue Earth 2004 9/1010

先進・創出分野では、ナノテクノロジ

ーやバイオ関係、ロケットエンジンの

シミュレーションなど、幅広い先端科

学・技術の研究が行われ、また、「地球シ

ミュレータ」の柔軟な運用を推進してい

くための戦略的研究枠では、産業界との

連携によるシミュレーション研究や海外

の研究機関との共同研究なども行われて

いる。「地球シミュレータ」の世界に誇る

計算性能は、地球環境変動に関する研究

にとどまらず、様々な分野で科学技術の

未来を開拓するために活用されている。

世界最速マシンが
科学の新領域を開拓
「地球シミュレータ」を利用する研究

（共同プロジェクト）は、地球シミュレ

ータセンターの課題選定委員会によっ

て審議・選定される。昨年度は34件、

今年度は37件の共同プロジェクトが選

ばれた。今年度前半は、IPCC第4次報

告書のデータ締め切りに向けて、3つの

プロジェクトが「地球シミュレータ」

を駆使した地球温暖化予測の計算を行

い、多くの計算資源がこれに割かれた。

大気･海洋分野の研究のなかでは、この

成果が今年度の大きなトピックスにな

るはずだ。

固体地球分野では地球内部の構造や

変動をモデル化し、磁場の変動や内部

物質の物性、地震発生過程や地震波の

伝播などに関するシミュレーションが

行われている。この分野で興味深い成

果を挙げているのが、東京大学地震研

究所・古村孝志氏が進めている地震波

の伝播に関するシミュレーションだ。

地震波の伝わり方に影響を及ぼす地下

構造の情報を取り入れた大規模な計算

により、「地球シミュレータ」を用いて

過去に発生した巨大地震の地震波の伝

わる様子を再現。地下の構造によって、

震源から遠くても大きな揺れが生じる

場合があることなどを明らかにした。

さらに、地震波伝播のシミュレーショ

ンによって、大きな被害をもたらす強

い揺れの生成メカニズムを解明しよう

としている。また、今後発生する可能

性が指摘されている大地震の被害地域

や被害の大きさを予測するシミュレー

ションにより、防災に役立てたいとし

ている。

先進・創出分野ではナノテクノロジ

ーやバイオシミュレーション、超伝導

を活かしたテラヘルツ発振素子の開発

など、先端科学分野の多彩なシミュレ

ーション研究が行われている。ナノテ

クノロジー分野では、高度情報科学技

術研究機構が「地球シミュレータ」を

使用してカーボンナノチューブ等の特

性を明らかにする研究を進めている。

様々な優れた特性を持ち“夢の素材”

といわれるカーボンナノチューブだが、

直径1ナノメートル（10億分の1メー

トル）のチューブ構造を持つこの素材

の製品レベルでの物性は、実験や従来

のスーパーコンピュータでは検証する

ことが不可能だった。「地球シミュレー

タ」によって、初めて長さ100ナノメ

ートルのカーボンナノチューブのシミ

ュレーションが可能になり、研究開発

は飛躍的な進歩を遂げつつある。様々

に加工されたカーボンナノチューブが、

燃料電池や半導体などに実用化される

日も近いといわれている。

戦略的研究枠のなかで興味深いのは、

今年度から始まった「車まるごとリア

ルタイム高精度シミュレーションの検

討」というプロジェクト。日本自動車

工業会との共同研究として行われてい

るもので、これまでの自動車開発にお

いて、計算機能力の制約により部分的

または要素別に行われていたエンジン

内の燃焼や車体の振動、騒音、空力特

性、衝突時の安全性などのシミュレー

ションを、「地球シミュレータ」を用い

た高精度・大規模シミュレーションに

よって、車をまるごとシミュレーショ

ンする方法を検討しようというものだ。

この試みは、自動車開発における未来

のコンピュータ利用のあり方や開発の

指針になるとともに、高精度なシミュ

レーションが試作車を用いた実車実験

に代わるものとなれば、開発期間の短

縮や大幅なコスト削減に結びつくこと

が予想される。また、今回のプロジェ

クトを通して得られるシミュレーショ

ン技術開発に関する知見や経験は、「地

球シミュレータ」における各種研究開

発プロジェクトに対しても大きく貢献

することが期待できる。さらに、シミ

ュレーションによるモノづくりなど、

シミュレーション科学の産業界への普

及・実用化にも貢献すると考えられて

いる。

かつて、シミュレーションは、実験

や理論を説明するために一部分だけを

取り出して行われるものでしかなかっ

た。しかし、「地球シミュレータ」の登

場によって、初めてひとつの系そのも

の、つまり全体を解くことが可能にな

り、これまで実験や観察ができなかっ

た領域や複雑性領域をはじめ、これま

での科学では実証できなかった未来ま

でも予測することが可能になった。そ

して、シミュレーションによる予測を

もとに、これからやるべきことを具体

的に設計することもできるようになろ

うとしている。「地球シミュレータ」は、

まさにシミュレーション科学の新たなフ

ロンティアを開拓したといえるだろう。

カーボンナノチューブの弾性シミュレーション。水平方向に力
を加えたとき、徐々にチューブ構造が壊れ、切れていく様子が
シミュレーションされた（高度情報科学技術研究機構）

東京大学地震研究所・古村孝志助教授のグル
ープによる地震波の伝播シミュレーション

炭素でできたサッカーボール状のフラーレンを溶接してつく
るスーパージャングルジム構造。硬くて軽く、半導体的性質
を持つ（高度情報科学技術研究機構）



海溝域地震発生帯を理解するために

は、地質学や地球物理学など幅広い分野

の研究を複合的に行うことが必要とされ

ているが、何よりも基礎的かつ重要な情

報を提供するものとして重視されている

もののひとつが地下構造研究だ。海溝域

で海洋プレートがどのように沈み込んで

いるのかといった沈み込み帯の地殻構造

を解明することが、沈み込み帯の内部で

発生する地震のメカニズムを知るための

大きな手がかりとなる。

海洋研究開発機構では、海底下深部の

詳細で広域に渡る構造を明らかにするた

め、深海調査研究船「かいれい」、海洋調

査船「かいよう」等の船舶を活用し、海底

下深部の構造探査を行っている。「かいれ

い」では、主に「マルチチャンネル地震反

射法探査」が行われる。これは、人工的

に音波（地震波）を発振するエアガンを

用いて、地震波を海中に送り、海底やそ

の下の地層境界で反射し、海面に戻って

きた波を、多数の受振器（ハイドロフォン。

振動を受波する機器）を備えたストリー

マーケーブルで検出し、解析することに

よって海底下の構造を調査する方法だ。

一方、「かいよう」では、海底地震計を用

いた「屈折法探査」が行われる。同じよ

うにエアガンによって地震波を発振し、

海底下の地層境界面で反射・屈折して海

底に戻ってきた波を海底地震計で受振・

記録する方法だ。反射法は、比較的浅い

海底下の構造を詳しく理解するために効

果的で、屈折法は、より深いところまで

の大きな構造を探りたい場合に用いられ

る。

こうした調査は、大型機器のエアガン

をはじめ、大量の海底地震計や、長さ約

5,000mに及ぶストリーマーケーブル

等が使用される大規模なものだ。これら

の機器のオペレーションやデータ収集に

は、調査内容や機器についての高度な知

識と技術を持った観測技術員というスペ

シャリストの存在が欠かせない。

どちらの方法も、探査が開始されると、

船舶は数百kmに及ぶ測線上を、数日間、

休みなく定期的にエアガンを発振させな

がら航走していく。その間、観測技術員

は、交代しながら24時間体制で探査を

監視しつつ取得データの解析を進める。

地道な作業だが、調査を支障なくスムー

ズに進行させ、正確なデータを取得する

という観測技術員の仕事が、海洋底ダイ

ナミクスを明らかにするための重要な研

究を支えている。

調査船による探査実施に欠かせない現場のスペシャリスト

地震発生帯の構造解析に必要な探査活 動に取り組む
観測技術員とその仕事
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前号では、高精度CTD採水観測などの海洋観測に従事する観測技術員の仕事につい

て紹介した。しかし、独立行政法人海洋研究開発機構では、海洋観測研究のほかにも

海洋・地球科学に関する幅広い調査・研究を行っており、観測技術員が担当する業務

も多岐に渡っている。たとえば、潜水調査船や無人探査機等による調査の研究活動の

サポートや、様々な調査によって得られた膨大なデータ管理など、研究活動を支える

重要な仕事を担当している。こうしたなかから、今回は海底下構造探査で活躍する観

測技術員の仕事にスポットを当ててみたい。海溝型巨大地震や火山活動など、私たち

の生活に大きな影響を与える海洋底ダイナミクスを探り、プレートの挙動や地震発生

のプロセスを解明するために行われる海底下深部の構造解析やモデル研究は、海洋

研究開発機構が取り組む重要な研究分野だ。そして、研究を推進するための調査船に

よる構造探査の果たす役割は大きい。こうした探査において、観測技術員は機器の運

用をはじめデータの解析など、調査を成功に導くための重要な役割を担っている。

反射法と屈折法のイメージ

取材協力：

日本海洋事業株式会社

【海底下構造探査編】

＊本誌26～29ページに、海底下深部構造探査に基づく研究成果が掲載されています。
あわせてお読みください。



ずつ、計8本のエアガンも曳航される。

これは、総量約150リットルの容量を

持つ世界最大級のシステムだ。エアガ

ンは圧縮空気を一気に放出することに

より人工的に地震波を発振する。そし

て、所定の距離間隔（およそ50m、約

20秒毎）で発振され、海底下から反射

して戻ってきた波を、ストリーマーケー

ブル内の受振器（ハイドロフォン）でと

らえて記録していく、これがマルチチャ

ンネル地震反射法構造探査だ。

観測技術員が探査前に行わなければ

ならない最初の重要な仕事は、巨大な

リールに巻き取られたストリーマーケ

ーブルの投入だ。ケーブルの1本の長さ

は75m。そのなかに25m間隔で3チャ

ンネルを構成する受振器（内蔵されてい

るハイドロフォンの総数は96個）が装

まで、観測技術員たちは気が抜けない。

もちろん、構造探査が始まってからも、

さらに緊張の時間が続く。もし探査の

途中でストリーマーケーブルやエアガ

ンなどにトラブルが発生し、データが取

得できなくなった場合、船は再観測す

べき場所まで戻り、再び測線上を航走

して観測をし直さなければならない。

もちろん、その間に観測技術員は揚収

された探査機器を急いで整備し、再度

投入の準備を行う。限られた航海期間

内に探査を完了しなければならないた

め、時間は少しも無駄にできない。

航走中、観測技術員は交代で24時間、

船内のラボに常駐する。そして、中央制

御・記録装置、エアガン制御装置、ケー

ブル深度制御装置、測位制御装置など

の状況を確認しながら、構造探査が順

調に進み、データが異常なく確実に取

れているかどうかを監視する。さらに

もうひとつ、探査中に行わなければな

らない大切な仕事がある。それは、受振

データに入り込むノイズ情報を記録し

ておくことだ。たとえば、近くを他の船

舶が航行するとその推進器の音がデー

タに影響する。また、海が荒れていると

波浪のノイズを拾ってしまう。さらに、

探査中に自然地震が発生した場合も、

データに大きな影響を与える。こうし

たノイズを排除するための情報を探査

中にしっかりと押さえておくことが、取

得したデータを処理する段階で重要に

なる。いかにして研究の基礎となる安

定したデータを取得し、ノイズ排除など

の処理を行ってクオリティの高いデー

タを提供するか、それが、構造探査を行

う観測技術員に課せられた大きな使命

なのだ。

観測が終了すると、ただちにデータ

の解析作業が始まる。研究者に渡すた

めのデータがまとまるまで、彼らの仕

事は終わらない。
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備されている。これらが次々に連結さ

れたものが全長約5,000mのストリー

マーケーブルだ。何もトラブルがなく、

順調にケーブルを海中に繰り出すだけ

でも約3時間はかかる。だが、各ケーブ

ルのコネクター部分には、受振したア

ナログデータをデジタルに変換するモ

ジュールや増幅器などが組み込まれて

おり、通電したときに受振器やこれら

の機器にトラブルが見つかると、場合に

よっては、観測技術員ら総出で75mの

ケーブルをそっくり交換しなければな

らない。こうしたトラブルや不具合がい

くつも重なると、早朝5時から始める投

入作業が、夕方になってもまだ終わらな

いということもある。

続いてエアガンが投入される。エア

ガンは出航前にしっかりとメンテナン

スが行われているが、エア漏れなど、思

わぬトラブルが発生することもある。

機器を投入し、探査の準備が完了する

ストリーマーケーブルをチェックしながら海に投入する観測技術員

ストリーマーケーブルのコネクター部を接続する
作業

人工的に地震波を発振するエアガンを海中に展開
するための調整作業

取材協力：

樋泉 昌之 主任
日本海洋事業
海洋科学部

【マルチチャンネル地震反射法構造探査】

航走しながらの調査は緊張の連続

巨大なウィンチのリールに巻き取られたストリーマーケーブル。長さは約5,000m。
ケーブル内にハイドロフォンが組み込まれている

バードと呼ばれるストリーマーケーブルの深度
調整器を約300mおきに装着

海面に繰り出されたストリーマーケ

ーブルの長さは約5,000m。この長い

ケーブルを曳航しながら、深海調査研

究船「かいれい」は500kmに及ぶ測線

上をゆっくりと航走していく。ストリー

マーケーブルには約300m間隔で深度

調整器（バード）がセットされており、ケ

ーブルの深度を一定に保たせることが

できる。さらに船尾からは、左右に4本

熊野灘沖南海トラフ周
辺において行われたマ
ルチチャンネル地震反
射法探査で得られたデ
ータをもとに、研究者
が地殻構造の垂直断面
をイメージングした結
果、分岐断層の存在が
浮かび上がった
（Park et al.,2002）

a : SP(ショットポイント）2365付近の海底および分岐断層からの反射波

(断層が存在）

深
さ



地震計センサ、レコーダー、電源がセットされたガラス球（写真）を開けてデータを取り出す
探査海域に投入される海底地震計。海面から自
由落下させて海底に設置する

海底に沈んだ海底地震計。斜めに着地しても内
部の地震計センサは水平を保つ

浮上した地震計を回収。ラジオビーコンとフラ
ッシャーが浮上を知らせる
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「かいよう」の甲板上に並べられた100台にも及ぶ海底地震計

【海底地震計を用いる地震波構造探査（屈折法）】

2ヶ月に及ぶ入念な準備が探査を支える

取材協力：

伊藤 誠 主任
日本海洋事業
海洋科学部

海洋調査船「かいよう」は、海面下の1

対の没水船体と海上の船体からなる独

特の構造を持つ双胴船だ。一般の単胴

船に比べて波浪による揺れが格段に小

さく、作業を効率よく安全に行える。ま

た、甲板面積が非常に広く、大量の実験

機器を搭載できるというメリットがあ

る。こうした「かいよう」の特徴が遺憾

なく発揮される調査が、海底地震計を用

いて海底下深部の構造を調べる屈折法

探査だ。屈折法探査では、大量の海底地

震計を、あらかじめ探査を行う測線に沿

って、数kmから数十km間隔で海底に設

置して行われる。「かいよう」なら、船上

に100台もの海底地震計を搭載するこ

とができる。さらに、「かいれい」と同容

量の世界最大級のエアガンが、「かいよ

う」にも搭載されている。

屈折法の構造探査では、海底地震計を

設置した後に、測線上を200m（およそ

90秒）隔でエアガンによる地震波を発

振させながら「かいよう」が航走。そし

て、終了後に再び海底地震計を回収し、

その内部に記録されたデータを解析す

る。海底地震計は、海底下の地層境界面

で反射・屈折した地震波を記録し、その

記録を解析することによって、海底下深

部構造を地震波の伝わる速度の違いと

してとらえることができる（一般に速度

が速いものは硬く、遅いものは柔らか

い）。そして、探査で得られた成果を、

研究者が他の構造探査やモデルと比較・

検討し、海底下深部の構造を探っていく

のだ。

反射法探査と同様に、屈折法探査でも

観測技術員の最大の業務は、探査を適切

かつスムーズに実施し、確実に安定した

データを取得するためのオペレーション

だ。そして、彼らの仕事は、乗船前から

すでに始まっている。それは、海底地震

計の準備だ。海底地震計は、黄色いハー

ドハットと呼ばれるカバー、そのなかの

17インチ耐圧ガラス球、さらにガラス

球に収められた3成分速度型地震計セン

サ、データ記録部（レコーダー）、電源な

どから構成されている。さらに、海底地

震計は、海面から投入して自由落下で海

底に設置し、回収時は、海上から音響信

号によって地震計とアンカーを繋ぐス

テンレス板を強制的に電蝕させて切り

離し、浮上させる。そのための切り離し

装置付きアンカーや、切り離しの音響信

号を受信したり、浮上中の位置を追尾す

るために使われるトランスポンダ、さら

には浮上確認用のフラッシャー、ラジオ

ビーコンなども搭載されている。これら

の機器の点検や組み立て作業は、すべて

乗船前に行っておかなければならない。

100台の海底地震計を使用する大規模

な探査では、その準備に約2ヶ月かかる

という。ガラス球に収められたセンサや

レコーダーは、ガラス球内に封入されて

しまえば、その後は調整することができ

ない。また、耐圧深度6,000mのガラス

球も、半球同士の接合と密封にミスがあ

ると、浸水してデータが取れなくなって

しまう。それだけに、作業は慎重の上に

も慎重を心がけて行われる。

逆に、探査中は、エアガンにトラブ

ルがなければ、あとは海底に設置した

地震計が正常に機能してくれることを

祈るしかない。そして、乗船中の観測

技術員が最も緊張する作業が、探査後

に待ち受けている。海底地震計の回収

だ。切り離し装置が正常に作動し、浮

上した海底地震計をすべて回収するま

で、張り詰めた緊張感が観測技術員た

ちを包む。だが、仕事はそれだけでは

終わらない。レコーダーに記録された

データを取り出し、それらを整理して

まとめ、研究者に提出するという重要

な仕事がある。その後には、次の探査

に備えて再び海底地震計をメンテナン

スする作業が、彼らを待っている。

画像後送

1999年、「かいよう」および「かいれい」
を投入し、海底地震計100台を使用した屈
折法探査と2船式探査で反射法探査を行うと
いう大規模かつ高密度な深部構造探査によ
って、四国沖南海トラフに巨大な海山の沈
み込み構造が存在することが確認された
（Kodaira et al.,1999）

航海前に海底地震計の準備作業を行う観測
技術員



ラで海底の様子を観察したり、目的に

応じて試料の採取や計測機器の設置な

どの作業を行うことができる。調査や

作業を終えたビークルは、再びランチ

ャーに結合し、そのまま一次ケーブル

を巻き上げて母船に揚収される。

掘削孔内モニタリング装置が設置さ

れていた海底は水深4,675m、ランチ

ャーから離脱した「かいこう」ビーク

ルは、予定されていた海底での作業を

問題なく完了させた。そして、午後1時

12分、ランチャーと結合するため、二

次ケーブルの巻き取りが開始された。

ところが、巻き取り終了の直前、二次

ケーブルに異変がおきていることが、

ランチャーのTVカメラで確認された。

二次ケーブルとビークルの結合部（ケ

ーブル引留部）で、ケーブルの引っ張

り強度を保持するための抗張力体・ア

ラミド繊維編組（網目状にケーブルの

外周を覆っている）が切断していたの

だ。そして、ケーブル内部の光ファイ

バユニット、動力線、アース線などを

覆っている内部シースがむき出しのま

ま、その余長分が伸び切った状態

（P20写真b-2）でビークルを支えてい

た。そのため、本来ならケーブルを巻

き取った状態でランチャーと結合でき

るはずのビークルは、吊り下げられた

ままの状態だった。さらに、その後に

ビークルの光通信および高圧給電が

「断」となり、ランチャーとビークルの

制御・給電は不可能となった。母船の

「かいれい」は、午後1時29分、一次ケ

ーブルの巻取りを開始、ランチャーと

ビークルが結合できない状態のまま揚

収を行うことにした。

午後4時47分、ランチャーの「かい
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「かいこう」ビークル漂流事故
2003年5月29日、「かいこう」は、

高知県室戸岬沖の南東約130kmの南海

トラフにおいて、掘削孔に設置された

掘削孔内モニタリング装置に記録され

ているデータを回収する目的で、潜航

を行っていた。

10,000m級無人探査機「かいこう」

は、中継機方式の有索無人探査機だ。

中継機であるランチャーは、ビークル

と結合したまま、一次ケーブル（長さ

約12,000m）により海上の母船である

深海調査研究船「かいれい」から吊り

下げられる。そして、海底からの高度

約100mの位置で、ランチャーから二

次ケーブル（長さ約250m）で結ばれ

たビークルが分離される。ビークルは、

母船からの操作により二次ケーブルの

長さの範囲内で自由に航走し、TVカメ

10,000m級無人探査機「かいこう」は、全海洋最深の海底に到達できる世界で唯一の深海探査システムだ。建造以来

296回の潜航が行われ、それまでほとんど知られていなかった世界最深の海底に科学の光を当て、様々な分野で新発見

をもたらすなどの科学的成果を挙げるとともに、地震発生に関する調査等では社会的にも多大な貢献を果たしてきた。

2003年5月29日、その「かいこう」で事故が発生した。ランチャーとビークルを繋ぐ二次ケーブルが破断し、浮上・

漂流したビークルが行方不明となったのだ。

事故はなぜおきてしまったのか。事故原因究明のために組織された「かいこう」ビークル漂流事故調査委員会（委員長

は東京大学生産技術研究所・浦 環 教授）がまとめた最終報告書をもとに、今回の事故を振り返ってみたい。また、「か

いこう」の運用が停止する状態が続けば、これまで行われてきた研究に支障をきたすなど大きな影響が出るため、独立

行政法人海洋研究開発機構では、ビークル建造までの暫定的な措置として、7,000m級無人探査機「UROV7K」をビー

クルとして改造し、代替機「かいこう7000」を完成させた。「かいこう7000」には、今回の事故から学んだ様々な教

訓が生かされており、早期の建造が熱望されるビークル後継機の開発にも大いに役立つものとなるはずだ。

左：二次ケーブルとビークルの結合部（ケーブル引留部）で破断がおきた　右上：事故が発生した海域　右下：破断した二次ケーブル先端部

取材協力：
海洋工学センター 研究支援部
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「かいこう」ビークル
亡失事故の教訓
「かいこう」ビークル漂流の事故発生から
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10,000m級無人探査機
「かいこう」ビークル
亡失事故の教訓
「かいこう」ビークル漂流の事故発生から
代替機「かいこう7000」完成までの経緯

10,000m級無人探査機
「かいこう」ビークル
亡失事故の教訓
「かいこう」ビークル漂流の事故発生から
代替機「かいこう7000」完成までの経緯

10,000m級無人探査機
「かいこう」ビークル
亡失事故の教訓
「かいこう」ビークル漂流の事故発生から
代替機「かいこう7000」完成までの経緯

10,000m級無人探査機
「かいこう」ビークル
亡失事故の教訓
「かいこう」ビークル漂流の事故発生から
代替機「かいこう7000」完成までの経緯

10,000m級無人探査機
「かいこう」ビークル
亡失事故の教訓
「かいこう」ビークル漂流の事故発生から
代替機「かいこう7000」完成までの経緯

10,000m級無人探査機
「かいこう」ビークル
亡失事故の教訓
「かいこう」ビークル漂流の事故発生から
代替機「かいこう7000」完成までの経緯

10,000m級無人探査機
「かいこう」ビークル
亡失事故の教訓
「かいこう」ビークル漂流の事故発生から
代替機「かいこう7000」完成までの経緯

10,000m級無人探査機
「かいこう」ビークル
亡失事故の教訓
「かいこう」ビークル漂流の事故発生から
代替機「かいこう7000」完成までの経緯

10,000m級無人探査機
「かいこう」ビークル
亡失事故の教訓
「かいこう」ビークル漂流の事故発生から
代替機「かいこう7000」完成までの経緯

10,000m級無人探査機
「かいこう」ビークル
亡失事故の教訓
「かいこう」ビークル漂流の事故発生から
代替機「かいこう7000」完成までの経緯

10,000m級無人探査機
「かいこう」ビークル
亡失事故の教訓
「かいこう」ビークル漂流の事故発生から
代替機「かいこう7000」完成までの経緯

10,000m級無人探査機
「かいこう」ビークル
亡失事故の教訓
「かいこう」ビークル漂流の事故発生から
代替機「かいこう7000」完成までの経緯

10,000m級無人探査機
「かいこう」ビークル
亡失事故の教訓
「かいこう」ビークル漂流の事故発生から
代替機「かいこう7000」完成までの経緯

10,000m級無人探査機
「かいこう」ビークル
亡失事故の教訓
「かいこう」ビークル漂流の事故発生から
代替機「かいこう7000」完成までの経緯

10,000m級無人探査機
「かいこう」ビークル
亡失事故の教訓
「かいこう」ビークル漂流の事故発生から
代替機「かいこう7000」完成までの経緯

10,000m級無人探査機
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参考資料：
「『かいこう』ビークル漂流事故調査 最終報告書」
（「かいこう」ビークル漂流事故調査委員会 編）



れい」への揚収が完了した。だが、す

でに二次ケーブルは破断しており、ビ

ークルを揚収することはできなかった。

その1分後、「かいれい」はビークルか

ら浮上を知らせるラジオビーコン信号

を3回受信した。「かいこう」ビークル

は、電源が切れた場合、タイマーによ

って1時間後に自動的にバラスト（錘）、

サンプルバスケットを切り離して浮上

し、海面浮上後にラジオビーコン信号

を発信して、位置を知らせる仕組みに

なっているのだ。だが、その後ビーコ

ン信号は途絶え、漂流するビークルを

発見することはできなかった。

海洋科学技術センター（現・独立行

政法人海洋研究開発機構）は、ただち

に平野理事長を本部長として「『かいこ

う』ビークル漂流緊急対策本部」を設

置し、事態への対応にあたった。そし

て、「かいこう」ビークル漂流事故の発

生から3週間以上にわたって、室戸岬南

東沖から千葉県・犬吠崎東方沖にいた

る海域で、「かいれい」をはじめ、支援

母船「よこすか」、支援母船（現：海洋

調査船）「なつしま」、海洋調査船「かい

よう」の船舶、さらにはチャーター航

空機、海上保安庁や航空宇宙技術研究

所（現・独立行政法人宇宙航空研究開

発機構）の協力を得ながら、ビークル

の捜索が続けられた。だが、ビークル

発見の手がかりは全く得られなかった。

ビークルの捜索については、「『かいこう』

ビークル漂流緊急対策本部」の要請に

よって、独立行政法人水産総合研究セ

ンター遠洋水産研究所・水野恵介南

海・南大洋部長（当時）をグループ長

とする「『かいこう』ビークル漂流捜索

アドバイザリグループ」が設置され、

捜索の妥当性の検討とともに、今後の

捜索活動について提言を受けてきた。

大規模な捜索にも関わらずビークルが

発見できなかった理由については、い

ったん浮上したものの、ペイロードラ

ックが落下していなかったこと、黒潮

流域の温水により海水密度が低下した

ことでビークルの浮力が想定より小さ

くなり、海面下で漂流している可能性

が高いことが指摘されている。

れた通常レベルの張力でも、引留部の

外部シース開口部（ケーブルの外側の

覆いが途切れる部分）の編組に折れ曲

がりが生じ、アラミド繊維に損傷を与

え、やがて切断にいたることまでは、

残念ながら想定されていなかった。今

回の事故で、開発終了後も最新技術を

継続的に導入することの必要性等があ

らためて認識されたことは、貴重な教

訓だった。

一方、浮上後のビークルを発見でき

なかった原因についても、「『かいこう』

ビークル漂流事故調査委員会」で様々

な検討がなされた。そして、二次ケー

ブル破断時の安全システムの不備が指

摘された。破断後にビークルの水中測

位を行うシステムが搭載されていなか

ったこと、また、浮上後の位置確認手

段としてラジオビーコンしか搭載して

いなかったことが、ビークル亡失の大

きな原因となってしまったのだ。こう

した点についても、今後の大きな課題

として示された。

新「かいこう」建造の必要性
「かいこう」は、深度11,000mまで

潜航できる世界で唯一の深海調査シス

テムとして、これまで多大な成果を挙

げてきた。1995年のマリアナ海溝チ

ャレンジャー海淵への潜航を含めて同

海域へ19回潜航を行い、極限環境に生

息する未知の深海生物や有用細菌を発

見・採取したことをはじめ、2000年に

はインド洋で世界初の熱水噴出孔を発見

するなど、深海研究への貢献は数多い。

また、地震発生メカニズムの解明やその

予測研究にも大きな貢献を果たしてき

た。さらには、学童疎開船「對馬丸」の船

体発見（1997年）、H-IIロケットのエン

ジン部品の発見（1999年）、「えひめ丸」

の遺留品回収（2001年）、など、様々な

社会的活動も行っている。

今回の「かいこう」ビークル漂流事故

から1年半が経過しようとしている。

委員会は、その最終報告書において、

次のように言及している。「『かいこう』

を失うことにより、今後の深海研究のみ

ならず、防災に関わる社会的に重要な研

究活動にも大きな支障が発生すると考

えられる」。さらに、「本委員会は、『かい

こう』ビークル後継機の一日も早い建造

と新しい『かいこう』による深海調査の

再開を希望する」としている。海洋研究

開発機構では、早急に深度10,000mの

調査能力を取り戻すため、新「かいこ

う」の建造に取り組む方針だ。

また、研究者らの強い要望に応え、差

し迫った深海調査等を継続するために、

7,000m級無人探査機「UROV7K」を

代替ビークルとした「かいこう7000」

システムを完成させた。来年度から、し

ばらくはこの代替機によって深海調査

を実施する計画だ。しかしながら、深度

7,000mを超える海域についての調査

研究は困難な状況が続くことになる。
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海底における孔内長期水理学的
モニタリング装置のデータ回収
作業の様子

事故はなぜおきたのか
ビークル捜索が続けられるなか、海洋

科学技術センター（現・独立行政法人海

洋研究開発機構）は、事故原因を調査究

明するとともに、その後の対応策を検討

することを目的に、東京大学生産技術研

究所・浦 環 教授を委員長として、他14

名で構成される「『かいこう』ビークル漂

流事故調査委員会」を設置した。

委員会は、二次ケーブル破断に到っ

た原因の解明を進めるとともに、一旦

浮上したビークルを回収できなかった

原因などについても検討を行った。

二次ケーブルは、3トン以上の引っ張

り強度を持つケーブルとして設計・開

発されている。実際の運用で二次ケー

ブルに加わる張力（水中）が、最大で

も450kgであることを考えれば、十分

な強度を持っていることが分かる。事

故後の調査で、今回の破断が、設計上

の引っ張り強度を上回るような張力に

よっておきたものではないことが分か

った。では、なぜケーブルは破断した

のか。その原因は、二次ケーブルとビ

ークルの結合部（ケーブル引留部）に

おいて、ケーブルの張りや緩みの繰り

返しにより、ケーブルの強度を支える

抗張力体・アラミド繊維編組が屈曲し、

やがてそれが編組の乱れを生むのでは

ないかと推察された。編組に乱れがで

きると、それぞれのアラミド繊維にか

かる荷重は不均一となり、さらなる屈

曲や損傷を発生し、これによって切断

へのプロセスが加速される。実際に、

他の二次ケーブルを使用して行われた

引留部引っ張り試験でも、通常運用レ

ベルの張力を繰り返し加えることで引

留部の編組に屈曲や劣化を生じ、やが

て破断することが確認された（p20図c

参照）。

「かいこう」が開発された当時、抗張

力体であるアラミド繊維編組の均圧に

ついては十分な対策がなされていた。

だが、結合・分離の繰り返しで加えら

a ：二次ケーブルの構造。オレンジ色の外部および内部シースの間が抗張力体・アラミド繊維編組
b-1：破断した二次ケーブルは、2003年5月3日の点検において開口部のアラミド繊維編組1本の切

断が確認された（写真）が、メーカーとの協議の結果、定期的な点検・観察を行えば当面の使
用は問題ないと判断され、使用されていた

b-2：引留部の外部シース開口部（ケーブルの外側の覆いが途切れる部分）にアラミド繊維編組の折れ
曲がりや切断が見られるケーブルを使用した引っ張り試験では、通常レベルの張力でアラミド繊
維編組全てが切断した後、引留金具内部の余長分内部シースが上部へ抜け出る様子が確認された

b-2b-1

a

c

二次ケーブル引き留め部近傍構造図

外部シース

内部シース

引留め金具

内部補強金具

接着剤充填部

ブチルゴム

ポリエステルテ－プ外部シース開口部

メクレ 屈曲→座屈

アラミド繊維編組

ビークル側
ランチャー側

繰り返し結合・分離

40mm

c：一般に編組構造は張力が加わることによ
って伸び、張力の除去によって元の長さ
に戻る。張力が加わると、内部シースは
編組と強く密着して、編組構造の伸びと
ともにランチャー側に引き出される。一
方、水圧による変形や微小な曲げをおき
にくくするため、編組は外部シースに対
して自由に動けるようになっているが、
張力が加わったときには、摩擦で外部シ
ースもわずかにランチャー側に引き出さ
れる。このとき外部シースの開口部が広
がり、張力の除去で内・外シースが引き
戻されたとき、外部シースがポリエステ
ルテープを押してめくれ上がらせてしま
う。テープがめくれ上がると編組の押さ
えがなくなり、張力が緩んだときに編組
のふくらみが生じて屈曲する。この屈曲
を繰り返すと、編祖が折れ曲がり、最終
的に切断にいたる



事故の教訓を生かして改造された
7,000m級無人探査機「かいこう7000」
「かいこう」代替機として海溝域の調査に活用

改造される前の「UROV7K」

7,000mの海底写真「かいこう7000」の海域試験

二次ケーブル引留部のカバー（ベルマウス）は
内部が目視できるように改良された

「UROV7K」と改造後の「かいこう7000」ビークルとの比較図

増設されたスラスター

フラッシャーとアルゴス装置（上部奥）

アルゴス用GPS装置

「かいれい」船上の「かいこう」操作席には、
暫定ビークルの光通信・制御装置（左の白い装
置）と操作パネル（中央右手）が追加された

より自由度の高いマニピュレータやサンプルバ
スケットも増設

機としての機能を持たせるだけでなく、

より高度な機能性を追加するとともに、

「『かいこう』ビークル漂流事故調査委員

会」から指摘された安全対策についても

最高度の対策が施されている。たとえば、

「かいこう」事故で破断した引留部（外部

シース開口部）については、目視点検で

きる構造が採用され、1潜航ごとに点検

が行われる。さらに、原則1航海ごとに

引留部の強度試験と再加工も実施され

る。また、二次ケーブルにかかる張力を

詳細に把握するため、張力計測がこれま

での20倍（0.1秒周期）の頻度で計測さ

れることになっている。ビークルには、

海面における十分な浮力を確保するため

の緊急バラスト切離装置、水中の位置確

認を行うための水中測位用トランスポン

ダ（2基）、海面での位置確認のためのア

ルゴス装置（2基、うち1基はGPS付き）、

夜間の視認性を確保するためのフラッシ

ャー（点滅灯）が追加装備された。一方で、

これまで搭載されていたバッテリーは取

り外され、電池の代わりに二次ケーブル

によるランチャーからの給電に切り替え

られた。加えて、ランチャーには新たに

ビークル用電源スイッチが設置され、二

次ケーブルが破断しても、ランチャー単

独で給電できるシステムとなった。

さらに、推進力と操縦性能を向上させ

るため、ビークルに新たに6機のスラス

ター（推進器）を増設して、合計10基と

した。また、マニピュレータの高性能化

や、ペイロード機器（研究者持込みの計

測機器）の搭載を可能とし、調査性能も

向上した。

こうした改造はすでに本年3月末に完

了し、これまでに7,000ｍの最大深度に

到達した。来年度には調査・研究のため

の潜航が再開される計画だ。

「かいこう7000」の運用は、あくまで

も暫定的な措置でしかない。1日も早く

「かいこう」ビークル後継機が建造される

ことが望まれる。

「かいこう7000」は、「かいこう」ビー

クル漂流事故に伴って停止している深海

調査を継続するための暫定的な措置とし

て、7,000m級無人探査機「UROV7K」

を改造してビークルに使用した深海探査

システムだ。

「UROV7K」は、深海に設置した係留シ

ステムの監視や深海底の調査などを目的

として開発された無人探査機。機体に高
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性能バッテリーを内蔵し、TVカメラの

画像信号やデータ通信のみを細径光ファ

イバで送るため、母船上に大型装置（ケ

ーブルストアウィンチなど）を必要とし

ないなどの特徴を持っている。この

「UROV7K」へ大幅に手を加えて、これ

までの「かいこう」ランチャーと結合さ

せ、「かいこう7000」がつくられた。改

造にあたっては、ただ単にビークル代替
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2000年11月、小笠原諸島近海に潜

航した「しんかい2000」は、海形海

山の中央火口丘付近の熱水噴出域で、

まるで白い絨毯
じゅうたん

を敷きつめたように群

生する生き物に出会った。ユノハナガ

ニである。体は白く、目は退化してい

る。海洋研究開発機構では、この深海

性のカニの飼育に成功し、長期的な研

究を行っている。

脱皮を繰り返しながら成長するカニ

の年齢を外観から判断するのは難しい

が、ズワイガニなどは20年近く生きる

と言われている。ユノハナガニの場合

取材協力：

土田 真二 研究員
極限環境生物圏研究センター 海洋生態・環境研究プログラム
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世界で初めて観察された
ユノハナガニの生殖シーン

2000年11月3日 海形海山　水深450ｍ付近で採集されたユノハナガニ (学名Austinograea 

yunohana)。水槽の水温は常時12℃に管理されている。

右の○内は「しんかい2000」から見た海形海山の海底の様子。白く見えるのがユノハナガニの

群生（1992/7/23、水深488m）。

研究用水槽の仲間たち

も脱皮の頻度やその後の成長率などか

らおおよその年齢を推測する。研究室

での生存記録は最長で約10年。その間

に3～4回の脱皮が確認された。これま

でフィールドで発見された最大の個体

は甲羅
こう ら

の幅が約6cmほどであり、前述

の脱皮のペースでは寿命は80年近くに

なってしまう。しかし、近年の調査で

若いカニの個体も採集・飼育されるよ

うになり、それらはもっと頻繁に脱皮

をすることが分かった。そのため現在

では、ユノハナガニの寿命は40～50

年くらいではないかと推測されている。

24

また、長期飼育の結果、世界で初め

てユノハナガニの交尾も観察すること

ができた（写真上）。交尾を終えたメス

は、数カ月から数年の間、体内に精子

を貯蔵して産卵するが、研究室では胚

の発生がうまくいかず孵化
ふ か

するまでに

は至っていない。これは現在の飼育環

境（水圧や化学成分など）が本来の生

育環境と異なることに起因しているの

かもしれない。いずれにしても、こう

した長期飼育研究を通して深海のカニ

の生活史も少しずつ明らかになり始め

ている。

世界で初めて観察された
ユノハナガニの交尾

オスは脱皮しそうなメスを見つけると、

その上に覆いかぶさる。

脱皮をするメスから片時も離れないオ

ス。脱皮直後は体が柔らかく外敵に狙

われやすい。そのため、メスにとって

は自分を守ってくれるオスは頼もしい

パートナーだ。

赤く透き通った体が脱皮したてのメス。

脱皮後の体は柔らかくオスの交接器を

挿入しやすい。

オスは交接器をメスの体に挿入し精子

の入った精包を渡す。メスは脱皮後1

週間くらいの間に何度か交尾をするが、

最後に交尾をしたオスの精子が有効だ

と考えられている。オスは自分の子孫

を残そうと交尾後もほかのオスが来な

いようにメスを守り続ける。



沈み込んだ海嶺と
スロースリップの関係
さらに、今回の探査に基づいたイメ

ージングからは、東海スロースリップ

に関して新たな事実が判明した。図１

下（東京大学地震研究所の解析）は屈折

法のデータを反射法（地震波の反射を利

用し比較的浅いところを詳細に探査す

るのに向いている）的処理で陸域から見

た断面図である。古い海嶺が沈み込ん

でいる部分に強い反射面（黒い縞状の部

分）が見られる。

一方で地球内部変動研究センターに

は、陸上の地震観測ネットワークが捉

えた自然地震の波形データを用いトモ

グラフィー研究（医療で用いられるCT

スキャンと同じ原理で、伝わる地震波

の到達時間や波形を用いて地下の速度

構造を探査する）を行っている研究グル

ープがある。地震波のＰ波（縦波）、Ｓ

波（横波）の速度が得られると、それを

使って「ポアソン比」という、物質の

やわらかさの指標を表す情報が得られ

る。ポアソン比はＰ波速度とＳ波速度

に依存する数式で求められ、やわらか

い物質あるいは流体が存在する構造で

は値が高くなる（高ポワソン比となる）

ため、地殻構造の物性がどのような状

態なのかを知ることができる。

図2Ａはポワソン比を示す断面図であ

る。この赤色の高ポアソン比を示す部

分は図１の左下図の強反射波面や東海

スロースリップの位置と良く対応して

いる。強い反射面は地下に地震波速度

や密度に大きな違いがあると発生する

こと、ならびに高ポアソン比帯と対応

していることから、この反射波境界域

には流体が存在する可能性を示唆して

いる。周囲の岩石に比べて地震波速度

や密度が小さい流体が存在することで

周囲とのコントラストが大きくなり、

その結果、強反射波や高ポアソン比（流

東海スロースリップの原因と
推定される地下構造を発見
その発生メカニズムと
東海地震発生との関連を探る
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南海トラフ周辺域（駿河湾から西に延びる水深3,000ｍ～4,000ｍの海底の

くぼ地）では巨大地震が繰り返し発生してきた。特に東海沖では1854年の

安政東海地震以降巨大地震の発生がなく、次の地震発生が警戒されている。

また国土地理院のＧＰＳ観測によれば、東海地方では通常のプレート運動以

外に2000年後半から年間約１cm程度の局所的なスロースリップ(プレート

境界間でのゆっくりとした滑り）が生じている。南海トラフを中心に構造研

究を進めてきた地球内部変動研究センターは、国立大学法人東京大学地震研

究所と共同で実施した中部日本横断海陸統合地殻構造探査の結果から、東海

スロースリップの発生メカニズムの構造要因を明らかにした。

図１　地殻構造イメージングの結果
探査測線下の断面図。上図は地震波（Ｐ波）速度によって地殻構造を表したもの。South ridgeは現在の銭洲海嶺の一つ前の古･銭洲
海嶺、North ridgeは二つ前の古古･銭洲海嶺であり、中部日本下にはさらにそれ以前に沈み込んだ海嶺がある。下図で黒い縞のよう
に見えるのが強い反射面。（kodaira et al.,2004）

取材協力：

金田 義行 プログラムディレクター
地球内部変動研究センター　
プレート挙動解析研究プログラム

地殻構造探査でわかった
海嶺の沈み込み
フィリピン海プレートが沈み込んで

いる南海トラフ周辺では100～150年

間隔でマグニチュード8クラスの海溝型

巨大地震が繰り返されており、1854

年の地震ではわずか30時間程度の時間

差で、1944年東南海地震の破壊域と

1946年南海地震破壊域に当たるエリ

アが続いて破壊されている。南海トラ

フでは近い将来に東海地震の発生が警

戒されることや南海・東南海地震との

連動も議論されていることもあって、

2003年には南海･東南海特別立法※も

施行され、この地域に対する調査研究

が強化されている。

次の東海地震震源域になるのではな

いかと想定される地域はちょうど陸と

海の境界域にあり、最も調査のしにく

いところである。そこで2001年7～8

月に実施された東海中部日本海陸統合

地殻構造探査では、東海沖から中部日

本を通って日本海に達する探査測線を

取り、海域を海洋研究開発機構（当

時：海洋科学技術センター）が、陸域を

東京大学地震研究所が中心となって観

測を担当することになった。海域では

海底地震計70台、陸域にも328台の陸

上地震計を設置し、地上では海洋研究

開発機構によるTNT火薬500kgを用い

た発破を5地点（加えて東京大学地震研

究所による小発破１地点）、海域では船

からの大容量エアガン発振を実施した。

その際に地中を伝播する屈折波および

反射波の記録を海陸両側から観測し解

析することで、海陸境界域の地殻構造

の解明を行ったのである。

探査結果を元に、地殻構造のイメー

ジングを行うと図１のようになる。図

１上は屈折法探査（地震波速度の違いを

利用したもので、深部の探査に向いて

いる）によって得られた地下断面図だ。

東海沖の伊豆半島南の海域には、銭洲

海嶺と呼ばれる海嶺があるが、フィリ

ピン海プレートが沈み込むことで銭洲

海嶺以前に海底にあった古い海嶺が、

東海沖から中部日本の下に繰り返し沈

み込んでいることが、今回のイメージ

ングから明らかになった。

※正式名称は、東南海・南海地震に係る地震防災対策の推進に関する特別立法



体の存在によって強度が下がるため）帯

を形成する。現在の銭洲海嶺も沈み込

んでいる古い海嶺も、もとは地殻が押

されて盛り上がってできたもので、そ

の過程で海嶺の「山すそ」に当たる部

分に多くの亀裂（裂断帯）が入っている

ことが反射法探査で明らかになってお

り、この亀裂に海水が取り込まれると

考えられる。

深さ10kmに沈み込んだ海嶺部分の

反射面を示したのが図3である。赤い部

分は地殻内の亀裂で、この亀裂から海

水が岩石の中に入りこみ、沈み込んでい

く過程で温度と圧力で水は岩石の中に
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結晶として取り込まれる。ところがより

深く沈み込んで深さ30km程度まで達

すると、さらに高温高圧環境に置かれる

ため水は鉱物の中にとどまることがで

きずに押し出され、脱水する。脱水した

水は逃げ場を失ってどんどん岩石の隙

間に溜まって周囲を押し、いわゆる

「高間隙水圧帯」を形成する。間隙水圧

とは、地下の微細な間隙（すきま）に存

在する水に起因する水圧のことで、高

間隙水圧帯とは、間隙内の水の体積が

増えるなどして間隙水圧が高くなった

ゾーンを指す。陸のプレートと海のプ

レートの境界近傍に高間隙水圧帯があ

ると、このゾーンは潤滑油のような作

用をし、プレート境界域はすべりやす

くなる。この高間隙水圧帯をポアソン

比で見ると、見かけ上「やわらかい物

質」と捉えられるわけだ。

プレート境界の摩擦の状態を見ると、

典型的なプレートの場合（図2C）、深さ

10～30kmに沈み込んだあたりが固着

（摩擦）が強く、地殻のひずみによるエ

ネルギーをため込んで地震の発生域と

なる部分である。その前後にスロース

リップ域に相当する部分はあるものの、

ごく狭いもので、それより深くなると

プレートは安定して滑りながら沈み込

んでいる。しかし海嶺のような不整形

な構造が繰り返し沈み込んでいる場合

（図2D）、沈み込む過程で水を取り込み、

深さ30km以深で脱水作用により高間

隙水圧帯を形成するためスロースリッ

プ帯がはるかに広くなると考えるモデ

ルが提案された。観測結果からも、国土

地理院のGPS解析によるスロースリッ

プ帯と中部日本下の高ポアソン比、強反

射域はよく合致していることがわかる。

今回の調査では銭洲海嶺の前の古い

海嶺の沈み込みの様子がわかったのが

第1の成果で、第2の成果として東海ス

ロースリップや東海地震の発生メカニ

ズムが、海嶺の沈み込みと深く関連し

ているであろうことがわかった。想定

図2 地殻内の高間隙水圧帯とスロースリップ
図Ａはトモグラフィー研究から得られたポアソン比で示した断面図。高ポアソン比帯と沈
み込んだ海嶺の位置が重なっている。Ｂのグラフ（固着状態の変化）を3次元で表現した
のがＣ・Ｄ図。海嶺の沈み込みがスロースリップ域の拡大に影響している。

（図Ａ：Kamiya and Kobayashi, 2000）

されている東海地震震源域には現在の

銭洲海嶺の2つ前の古い海嶺が沈み込

んでおり、それが今度の東海地震のア

スペリティ（普段は固着していて地震

のエネルギーを溜め、地震の時に大き

く滑るところ）となる可能性がある。

そのさらに先の中部日本下には、高ポ

アソン比･強反射を示す高間隙水圧帯が
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あり、東海スロースリップを起こして

いる場所と重なる。これも海嶺が連続

して沈み込むことで、岩石内に水を取

り込んで深部に運び込み、高温･高圧状

態で脱水した水が高間隙水圧帯を作り

出し、プレートが滑りやすくなってい

るためと仮定できる。それが非常に広

いゾーンにわたるため、国土地理院の

図3 高間隙水圧帯の形成
海嶺が沈み込むことで地中深くに水を運び、高間隙水圧帯を形成するメカニズム。まず海嶺が形成され
る際に付近に亀裂（断裂帯）ができ、そこから水が流入する。沈み込みの過程でいったん鉱物に取り込
まれた水は、深さ30km程度になると脱水作用により高間隙水圧帯を形成する。

図4 想定東海地震震源域の下には銭州海嶺の2つ前の海嶺（North ridge)が沈み込んで強い
固着を示しており、それよりさらに中部日本寄りにはさらに古い海嶺が沈み込んで、高ポアソ
ン比･高反射域、スロースリップ域と重なっている。
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GPS観測に捉えられたと考えられる。

地球内部変動研究センター・プレー

ト挙動解析研究プログラムの研究グル

ープは、現在起っている現象を理解す

るには、海嶺の沈み込みに起因する今

まで述べたプロセスで東海スロースリ

ップが発生しているという仮説がもっ

とも適切だと考えている。地殻構造研

究で得られたモデルを用いた地球シミ

ュレータ等の大規模シミュレーション

による長い時間間隔での地震発生サイ

クルに関する研究も進んできた。した

がって、今後は東海だけにとどまらず、

南海･東南海･東海にわたる南海トラフ

を一つのシステムとして捉えていくこ

とが重要であり、さまざまな地殻変動･

地震のデータ等、さらには断層岩によ

る分析・物理実験やシミュレーション

研究を統合化した研究を推進していく

という考えだ。







トワーク総合観測システムも展開してい

ます（図4）。

深海底の調査と観測機器
深海底を調べるには、たとえば地震波

や電磁波・重力異常などを使います。硬

い地層があれば強い反射、軟らかい地層

なら弱い反射が返ってきますから、これ

を連続的に行えば地下の構造が分かりま

す。また、調査船から測定機器を降ろし

海底観測を行います。海底の堆積物や海

底火山の石などを採取したり、地下深部

からの熱流量も調べます。こうした基本

的な調査を実施したのち、必要に応じて

潜水船で深海に降り、活断層や熱水活

動･海底火山などを直接観察したり、長

期観測機器を設置します。このほか、海

～海底観測で探る地球の現在・過去・未来～

「生きている地球」
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地球内部のエネルギーが
地震を起こす
地球内部にあるエネルギーが解放され

る過程で、様々な地学現象が起こります。

そのひとつが地震です。地球表面を覆う十

数枚のプレートが運動して生じるひずみの

エネルギー解放によって地震が起きます。

地震は世界中どこでも均等に起きてい

るわけではありません。地球上の地震発

生分布を表した地図を見ると、いかに日

本に地震が多いかが分かります（図1・

2）。日本では太平洋プレートやフィリピ

ン海プレートがユーラシアプレートの下

に沈み込む際、プレートが反発すること

地球が生きている証を観測できる場所のひとつが中央海嶺

です。地球内部からマグマが上昇する、地球内部のエネル

ギー放出の最大の場所です。一方冷えたプレートが沈み込

む場所では、日本のように巨大地震や津波など、地球の脅

威をまざまざと感じることができます。私たちは海底の観

測を通して「生きている地球」の姿を見ると同時に、過去

を調べ未来を推定する研究をしています。

（2004年1月17 日　海洋研究開発機構横浜研究所[当時：海洋科学技術センター] 第15回地球情報館公開セミナーより）

によって地震が起きます。特に、東海地

震、東南海地震、南海地震という一連の

巨大地震が起きる典型的な地域を総称し

て南海トラフと呼びます。南海トラフは、

M（マグニチュード）8を超える巨大地震

が100～200年に1回という頻度で発

生する世界最大級の危険な海溝です。東

南海地震の今後30年以内の発生確率は

50%と言われ、地震が起きそうな地域

も規模も分かっていますが、それ以上に

詳細な予測は現状では困難です。東南海

地震の想定震源域では、最近全く地震が

起きていません。M7クラスの地震が1

～5年という周期的な間隔で起こってい

海嶺では、地殻内に含まれる金属などが

300℃を超えるような熱水中に溶け、こ

れが海底から黒煙を吹き上げるがごとく

噴出するブラックスモーカーも見られま

す（図3）。このような熱水活動域では、鉱

物資源の形成や、メタンや硫化水素を栄

養源とする微生物、大型の魚やチューブ

ワームなどが繁殖しており、まさに海底の

オアシスです。生命の誕生はまさにこう

いう場所ではないかと言われています。

地球内部変動研究センター
海洋底ダイナミクス
研究プログラムの研究
海洋底ダイナミクス研究プログラムで

は、最先端の機器や大型の機器を用いて、

組織的・系統的な、長期戦略に基づく観

測をしています。また、新たな科学的進

歩をもたらすための新しい観測機器の開

発も目指しています。機器の開発はお金

もかかり成果も出しにくいため、それを

負担できる余裕がないと取り組めませ

ん。しかしそのような努力を続けて初め

て、生きている地球の真の姿を観測する

ことができるのです。私たちは、掘削や

深海曳航調査により、海底活断層の活動

度を調査して地球の中の様子を探ってい

ます。また、熱水活動や火山噴火のメカ

ニズムや岩石学的な研究も含めた物質・

熱輸送のダイナミクスの研究、沈み込み

帯やホットスポットの集中的な観測を行

い、さらに海底ケーブルを使用したネッ
（図１）世界の地震発生分布図

木下 正高 グループリーダー
地球内部変動研究センター
海洋底ダイナミクス研究プログラム
（当時：深海研究部第3グループ副主幹）

1961年長野県生まれ。東京大学大学院理学系研究科博士課
程修了。2001年、海洋科学技術センター（当時）へ入所。海
底での熱流量を高密度で測定し、地下の間隙水の存在・移動
などを解明したり、沈み込み帯での巨大地震発生に関わる断
層活動と間隙水の関連を研究。最近では、IODP南海地震発
生帯掘削提案の主提案者の一人として、特に孔内長期モニタ
リングを推進している。

る三陸沖などに比べ状況も分かりにく

く、かえって不気味です。一方で、こうし

た海溝にもメリットはあります。プレー

トが沈み込む部分では、海側プレートの

一部が陸側に付加体を形成し、そのよう

な場所にはメタンハイドレートが豊富に

蓄積されていますので、これが採取でき

れば有効な資源となります。石油よりは

るかに採取は大変ですが、可能性は秘め

ています。

海洋プレートが生まれる中央海嶺は、

主に東太平洋からインド洋まで、そして

大西洋の真ん中を縫うように走っていま

す。これらは世界最大の海底火山です。

（経度）

底ケーブルによるリアルタイム観測や掘

削船による調査も行っています。以下、

生きている地球の姿を浮かび上がらせる

ための、海底での観測手法を簡単に紹介

しましょう。

【地形調査】

海底地形は、地球の活動を知る最も基

本的な指標です。海底には電波が届かな

いため、音波を使って探査しますが、陸

上に比べてその精度には限界がありま

す。しかし最近では、コンピュータを駆

使して非常に細かい分解能で地形調査を

行うことが可能になり、またその結果を

3次元画像で表示することも容易になり

ました（図5）。

【地震探査・地球物理的探査】
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（図4）深海底調査の概念図。
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し、海底下の堆積層からの反射波や屈折

波を水中マイクロフォンで拾うことによ

り、堆積層や地殻内の断面構造を調べま

す。地形調査と並んで、もっとも基本的

な調査です。一例として、東南海地震の

震源域の断面を紹介します（図6）。沈み

込むプレートとその上側のプレートの境

界を見て取ることができ、この面に沿っ

て巨大地震が発生すると考えられます。

この面は長さ100km程度、地震時には

この範囲が最大4m程度ずれると考えら

れます。

地震探査や地形探査と同時に、磁場・

重力場探査も実施されます。これにより、

地下のマグマや断層などの構造が明らか

になります。

【試料の採取】

海底の調査には、上記のようなリモー

トセンシングによるものだけでなく、実

際に試料を採取してその層序（地層の重

なる順序）や組成・特性を調べることも

重要です。表層の泥は、四角い箱のよう

な採取器を海底に突き刺して30cm四方

の固まりで採ります。一方、より深部ま

での連続的な試料を採取するには、ピス

トンコアラーを使います。長さ4～8ｍ

の中空パイプを自由落下させ柱状試料を

採取します。泥だけ逃がして石を採る

バケツのような機器（ドレッジ）もあ

ります。得られた試料は、海洋研究開

発機構や、当機構と協力関係にある高知

母船とケーブルでつながった動力を持つ

潜水船です。当機構では3,000m級無人

探査機「ハイパードルフィン」などを所有

しています。小さくて着水揚収作業も短

時間で済み、カメラやソナーを備え、マ

ニピュレータで海底の機器の設置・回

収・保守なども行えます。一方、動力は持

たず船に引っ張ってもらう曳航式深海底

調査システム「ディープ・トウ」もあります。

当機構の有人潜水調査船「しんかい

6500」は現在、世界で最も深く潜れる

有人潜水調査船です。定員は3名で通常

パイロット2人に研究者が1人乗船しま

す。潜水調査船から見る深海はROVのカ

メラに比べ視界も広く、人間の目の感度

がいかに素晴らしいかを実感します。マ

ニピュレータで熱水域に計測機器を設置

したり、試料を採取することもできます。

そして、究極の観測手段は、ケーブル

を持たずコンピュータプログラムで自ら

調査するロボット、自律型無人探査機

（AUV）です。海洋研究開発機構では深

海巡航探査機「うらしま」を開発中で、現

在、動力を燃料電池に積み替え海域試験

を重ねています。

近い将来、探査はAUVに任せ、データ

はブイからリアルタイム転送し、自宅の

インターネット経由で様々な情報が得ら

れるようになるかもしれません。

【掘削船による調査】

地下の構造や状態を知るには、構造探

査を行った上で、代表的な場所に掘削し

て試料を得たり、温度や圧力、地震、歪、

傾斜などの観測をするのが最適です。例

えば孔内地震計では、海底に設置した地

震計よりもはるかに微少な揺れまで計測

できます。科学目的の掘削船調査計画と

しては、1985年より始まったODP（国

際深海掘削計画）が、2003年よりIODP

（統合国際深海掘削計画）として新しいフ

ェーズに入っています。ODPでは、例え

ば採取したコアサンプルから隕石の衝突

の痕跡が発見され、恐竜絶滅イベントを

証拠づける大きな成果となりました（図

7）。IODPでは地球深部探査船「ちきゅ

う」によって2,500ｍの海底からさらに

6,000ｍ掘り進み、断層に直に計測機器

を入れて観測を行う計画があります。

【海底ケーブル調査】

当機構では、相模湾初島沖、四国室戸

沖、釧路沖の3カ所に海底ケーブルに接

続された観測点を所有しています。

2003年9月の十勝沖地震の際には、震

源地のごく近くに設置された地震計と水

圧計の記録がリアルタイムで得られまし

た。水圧計の記録により、地震に伴って

海底が隆起し津波が誕生する瞬間を捉

え、世界的にも貴重なデータとなりまし

た。その時のデータをもとに、津波伝播

の様子をコンピュータ・シミュレーショ

ンによって再現もしています（図8）。
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大学海洋コア総合研究センターなどで、

物性（密度・音波速度・帯磁率・電気伝導

度など）や写真撮影、CTスキャンなどを

実施し、冷蔵庫などで保管されます。な

お、最近東京大学海洋研究所と共同で、

海底をカメラで観察しながら狙った場所

にピストンコアラーを落下させる装置に

よる試料採取も試みています。

【熱流量測定】

地下の状態を知る尺度のひとつとし

て、熱流量があります。温度計が6～8本

ついた槍を海底につきさして、地中の温

度勾配を調べます。なお海底での機器の

位置を正確に知ることは、たとえば活断

層との位置関係を把握するためにも必要

で、機器にはトランスポンダと呼ばれる

音響装置が装備され、船上で位置を確認

することができます。

【地震観測】

海底下で起こっている微小地震を観測

するために、おもり付きの地震計を海に

投下し、海底に設置して数週間から1カ

月、地震を観測し続けます。設置は船か

ら投げ込みますが、回収は船上から音響

による切り離し指令を送り、これにより

おもりを切り離して計測機器部分が浮上

します。当機構ではこうした地震計を

100台ほど展開して自然地震の観測や

地下構造の調査に利用しています。

【探査機・潜水調査船による調査】

遠隔操作無人探査機（ROV）は、支援

また、現在アメリカで展開されている

海底ケーブル・ネットワークを、将来的

に日本のケーブル・ネットワークとつな

ぐ構想もあります。それが実現すれば、

いながらにして地震をリアルタイムで観

測できるようになります。しかし、海底

ケーブルの設置には莫大な資金が必要で

簡単には実現できません。

私たちは、これらの観測を通じて「地

球科学は人類を救えるか」を考えていま

す。特に新たなライザー掘削ができる

「ちきゅう」をフルに活用して巨大地震

発生の仕組みが解明されれば、これに勝

る幸せはありません。

（図7）ODPで掘削された白亜紀の地層
を含むコア。黒い部分が隕石衝
突による堆積物で、それ以降の
堆積物には生物の痕跡がなく、
恐竜の絶滅が証明された。

（図8）2003年の十勝沖地震における津波伝
播のコンピュータ・シミュレーション。震源
地の近くに設置された地震計などのデータか
ら再現した。（提供：松本浩幸研究員）
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（図6）東南海地震震源域の断面図。青い線が分岐断層の反射面、赤い線がプレート境界断層の反射面。このあたりで大地震が起きると考えられている。
Riser、Non-riserと書かれているのがIODPによる掘削計画地点。薄い緑の部分は海洋地殻（Park et al., 2002を改変）。
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東京に巨大な雹
ひょう

が降り、ヨーロッパが凍

りつく天候の激変を描いたハリウッド映画

『デイ・アフター・トゥモロー』。あれは映

画の中のお話だが、ストーリーには科学的

な根拠がある。そのひとつが本書だ。著者

はグリーンランドの氷床から氷の柱を掘削

し、過去の気候変化を調べている研究者。

本書ではグリーンランドの氷からどうやっ

て過去の気候を知るのか、という古気候学

の基本の知識もユニークなたとえ話を交え

ながら説明している。

そして、その氷柱から彼が導き出したひ

とつの事実、それは「過去11万年間、地

球の気候は絶えず急激な変化を繰り返して

きた。つまり『激変する』のが気候の『正

常』な姿だ」ということ。そして、地球温

暖化により大量の氷床が融けて北大西洋に

流れ込めば、地球のサーモスタット「海流

のベルトコンベア」が止まり、地球は急激

に冷え込むという。人類も温暖化を阻止す

るために知恵を絞っているが、果たして未

来はどちらに進むのか。科学進歩に期待を

しつつ、結局は地道にできることを日々行

うのが私たちに唯一できることなのだ。

定期的にお手元に届く便利な定

期購読をご利用ください。定期

購読を申し込まれる方は、以下

の内容を明記のうえEメールか

FAX、もしくはハガキにてお

申し込みください。

購読するためには、

定価（1冊300円）＋送料

＋振込手数料

が必要となります。

定期購読のご案内 URL:
http://www.jamstec.go.jp/
jamstec-j/regular/index.html

『氷に刻まれた地球11万年の記憶』
温暖化は氷河期を招く
リチャード・B・アレイ／著　山崎 淳／訳　

ソニー・マガジンズ／刊　　

1,890円（税込み）

『Blue Earth』定期購読のご案内

夏の恒例となった「マリンサイエンス・

スクール」。今年も7月28日～30日、全国

の高校、高等専門学校から23名の生徒た

ちが集まった。参加者は学年も違えば、参

加動機も「海に興味があった」「進路を考

えるために」などさまざまだが、いずれも

海洋研究開発機構横須賀本部での2泊3日

を有意義に過ごしたようだ。

初日は開校式を終えるとさっそく講義。

海洋研究の概要を学んだ後、最新の自律型

無人探査機「うらしま」の開発担当者から

の講義を聞き、施設を見学。先端の調査機

器やその開発現場などを見て回った。実物

の「うらしま」には「思ったよりでかい! 」

と驚きの声も。横須賀本部前の岸壁では小

型ROVを実際に操作して、ナマコやイソ

ギンチャクの姿を捉えた。その日の夜は親

睦会としてバーベキューパーティーも開か

開発中の「うらしま」を見学

郵便番号・住所・氏名・所属

機関名（学生の方は学年）

・TEL・FAX・E-mailアドレ

ス・定期購読を希望する刊行物

名（海と地球の情報誌『Blue

Earth』）・希望支払方法

海洋科学・地球科学の
最先端を現場で
まなぶ3日間
マリンサイエンス・スクール2004

水調査船整備場に保管される「しんかい

2000」に乗船し、小さな窓をのぞき込ん

でパイロットたちの気持ちに思いをめぐら

せた。

最終日は深海生物に関する講義の後、低

温に管理された飼育室でシロウリガイやチ

ューブワームなどを見学。初めて見る姿に

寒さも忘れて見入っていた。そして、午後

は最後の講義、体験潜水。構内の潜水訓練

プールでスノーケリングやスクーバ潜水を

体験した。

参加者たちは、普段なかなか体験できな

い講義や実習を満喫しながら同世代同士の

交友も深めたようだ。

マリンサイエンス・スクール　HP

http://www.jamstec.go.jp/jamstec-

j/EVENT/mss2004/

体験潜水では水とたっぷり親しんだ

バーベキューで雰囲気がなごむ

手作り観測機器で採水のしくみを理解

「しんかい2000」の前で記念撮影。

潜水シミュレータで高圧の世界へGO!

れた。

2日目は「しんかい6500」のパイロッ

トによる深海探査の講義、国際的な科学掘

削計画「深海地球ドリリング計画」や地球

深部探査船「ちきゅう」に関する講義など

が行われ、午後には実際に圧力体験実験や

海洋観測実習も体験した。圧力体験実験

では、深度500ｍまでの高圧環境を再現

できる潜水シミュレータ装置で深度25m、

約3.5気圧の世界に挑戦。乗り込んだ耐圧

チェンバー内は圧力が上がるにつれて温度

も上昇し、深度25m相当で約40℃に。配

られたウチワを振る手も重くなる。あらか

じめ硬式テニスボールとその直径よりやや

口の狭いガラスビンも配られ、高圧下でボ

ール内部の空気が圧縮されるとビンにスッ

ポリ納まる実験も行った。その後、北極

海域の観測研究や地球規模の気候変動な

どの講義を受け、この日最後の実習。ま

ずは岸壁前で行う海洋観測。アクリルパイ

プやゴムボールなどを使った手づくりの採

水器を使って目的の深さの海水を採取。さ

らに、プランクトンネットでプランクトン

を採取して顕微鏡で観察した。そして、潜
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独立行政法人海洋研究開発機構の研究開発につきましては、次の賛助
会員の皆さまから会費、寄付をいただき、支援していただいておりま
す。（アイウエオ順）
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今回は、特集として「地球シミュレ

ータ」を取り上げました。ご存じのよ

うに「地球シミュレータ」は、完成し

てから既に2年以上計算速度世界一の

座を守り続けています。ことコンピュ

ータの開発競争のような環境において、

2年という歳月は、いわゆる、Dog

Year であり、10年や20年にも相当

するといわれています。聞くところに

よれば、米国では、新しいスーパーコ

ンピュータの開発目標として「地球シ

ミュレータ」がターゲットにされてい

るということです。近年、我が国の技

術力の低下が危惧されていますが、こ

のような世界から目標にされるものが

JAMSTECにあるということは、我々

の大きな誇りでもあります。

「地球シミュレータ」が計算した地球

全体の海流のシミュレーション結果を

3D画像で見せていただいたことがあ

ります。このときは、黒潮や湾流はも

ちろん、南アフリカ沖のアルガスリン

グなどの現象がはっきりと現れている

のを見ることができ、まるで衛星から

の画像を見ているような錯覚にとらわ

れました。もしかすると、将来、さら

に優れたアーキテクチャーを持つコン

ピュータや優秀なモデルが作られるよ

うになれば、SF作家が想像したように

本当にコンピュータプログラムによっ

て宇宙や地球に人間が暮らすような世

界が創れるのではないかなどと勝手な

ことを夢想してしまいました。今後は、

地球科学以外の様々な分野のシミュレ

ーション研究にも利用されるとのこと

です。我々の想像もつかないような結

果が出ることを期待しています。

現在、海洋研究開発機構で建造が進められている

地球深部探査船「ちきゅう」（2005年5月完成予

定）が描かれたオリジナル・ハットピン。帽子や

ジャケットの衿などに刺してとめるピン部分は、

海底下を掘削するためのライザーパイプと噴出防

止装置をイメージしています。バッジに船体とと

もに描かれた地球には、「ちきゅう」が参加する

IODP（統合国際深海掘削計画）の文字も記され

ています。

今回は、この限定製作の「ちきゅう」ハットピン

を、抽選で3名様にプレゼントいたします。

地球深部探査船「ちきゅう」ハットピン

※本書掲載の文章・写真・イラストを無断で転載、複製することを禁じます

応募方法
官製ハガキに、1.プレゼントの品名、
2.氏名、3.住所（郵便番号も含む）、4.
年齢、5.職業（学生の方は学年）、6.電
話番号、7.いちばん興味を持った記事、
8.『Blue Earth』へのご意見・ご希望
を明記の上、下記までご応募ください。
応募締め切りは、11月30日（火）当日
消印有効です。なお、当選者発表は発
送をもってかえさせていただきます。

応募先　

〒236－0001

神奈川県横浜市金沢区昭和町3173－25

海洋研究開発機構 横浜研究所

情報業務部 情報業務課　

『Blue Earth』編集室プレゼント係
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表紙の写真は、これまでの10,000m級無人探査機「かいこう」に代わって7,000m級無人探査機「かいこう7000」を搭載した深海調

査研究船「かいれい」。裏表紙の上の写真は、今年7月に相模湾で行われた「かいこう7000」の海域試験の様子。

10,000m級無人探査機「かいこう」は、2003年5月、四国沖での調査直後に二次ケーブルが破断。ビークルは浮上・漂流したのちに行

方不明となった。深海調査を行う研究者らの強い要望に応えるため、海洋研究開発機構では、「かいこう」ビークルの代わりに、細径光フ

ァイバー式無人探査機「UROV7K」を改造して「かいこう」ランチャーと繋ぎ、代替機として7,000m級無人探査機「かいこう7000」

を完成させた。現在、来年度からの使用に向けて、性能試験や実海域での訓練が行われている。しかしながら、「かいこう」はこれまで19

回に渡って深度10,000mを超える大深度の潜航を行うなど、深海研究に大きく貢献してきた。今後も深度7,000mを超える海域での調

査を継続する必要性は高く、「かいこう」ビークル後継機の早期の建造が望まれる。
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地球の未来を切り拓く「地球シミュレータ」
海底下構造探査の最前線で活躍する観測技術員
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表　紙：深海調査研究船「かいれい」
Deep Sea Research Vessel  KAIREI

裏表紙：7,000m級無人探査機「かいこう7000」
7,000m class Deep Sea Remotely Operated Vehicle  KAIKO 7000
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